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提訴しました！　原告の第二次募集も開始
　以下は、提訴の翌日、4月 22 日付『朝日』の社会面に載っ
た記事である。二段見出しのタイトルは、「靖国参拝　首
相を提訴／戦没者遺族ら『隣国と関係悪化』」。
　「安倍晋三首相が昨年 12 月に靖国神社を参拝したこと
で、近隣諸国との関係が悪化して精神的苦痛を受けたとし
て、戦没者の遺族ら 273 人が 21 日、安倍首相と国、靖国
神社を相手に、原告 1人当たり 1万円の損害賠償を求める
訴えを東京地裁に起こした。首相の参拝が憲法違反にあた
ることの確認や、今後の参拝の差し止めも求めている。
　原告団によると、安倍首相の参拝をめぐっては今月 11
日に大阪地裁に提訴があり、今回が 2件目。原告は、東京
都や神奈川県のほか韓国に住む戦没者の遺族や宗教者ら
で、靖国神社で 21 日か
ら始まった春季例大祭に
合わせて提訴した。
　訴状では、首相の参拝
は憲法の定める政教分離
に違反しているうえ、『靖
国神社の教義を奨励し、
原告らの信教の自由を侵
害した』と主張。さらに
『近隣諸国の反発を招い
て軍事的衝突も起こりう
る状況になった』として、
『平和的生存権』（平和に
暮らす権利）が侵害され
たとしている。
　小泉純一郎元首相の参
拝をめぐる訴訟では、福
岡地裁（2004 年）と大阪地裁（05 年）が『宗教活動にあ
たり違憲』と判断。しかし、最高裁（06 年）は憲法判断
に踏み込まず、『不快の念を抱いたとしても、直ちに損害
賠償を求めることはできない』として原告の請求を退けた。
　原告団は提訴後に東京都内で会見した。Ｋ・Ｙ弁護団長
は『参拝は、日本を戦争ができる国にしようとする動きの
中で、その精神的基盤をつくる意図がある』と批判した」。
　私たちの提訴の記事は、『朝日』以外にもいくつかの新
聞に掲載され、また、提訴当日のテレビの夕方のニュース
でも、短くではあれ、取り上げられた。しかし、その一方で、
安倍首相はオバマ米大統領の来日を間近に控え、春季例大
祭中の参拝こそは見送ったものの、21 日、靖国神社に「内

閣総理大臣　安倍晋三」の名前で、「真榊（供物）」を奉納し、
翌 22 日には、現役閣僚である新藤総務相を含む、「みんな
で靖国神社に参拝する国会議員の会」のメンバー 150 人が、
同神社への集団参拝を強行している。
　近隣諸国や米国が、いくら「不快感」を示そうとも、「あ
くまで国内問題」と強弁する首相や閣僚、国会議員たち。
そうした傲岸不遜な輩に、民衆のNOの声を突きつけるの
が、私たちの安倍靖国参拝違憲訴訟である。それは、いう
までもなく、「集団的自衛権の行使」容認や、さらには改
憲によって、一気に、戦争のできる国家へと突き進む、安
倍政権に対し、NOを突きつける闘いでもある。
　4月 21 日の午後 2時に、私たちは東京地裁に、原告 273

名（内、在韓原告 20 名）
の連名で、訴状を提出
すると共に、3 時半に
司法記者クラブにおい
て、記者会見を開き、
弁護団の他、訴訟呼び
かけ人のＫ・Ｓさん（僧
侶）、Ｓ・Ｃさん（ノン
フィクションライター、
原告団長）、Ｂ・Ｍさ
ん（日本キリスト教協
議会靖国神社問題委員
会委員長）、Ｙ・Ｔさん
（神奈川平和遺族会共同
代表）の 4 人が、それ
ぞれの立場から、この
訴訟を提訴する決意に

至った理由を、話された。
　その後、午後 6時半から、信濃町教会において、提訴報
告集会が開かれた。これらの内容については、別途、詳し
い報告が掲載されることになっているので、ここでは割愛
する。また、提訴した訴状の内容に関しても、別途、弁護
団からの解説が、掲載されることになっている。
　この訴訟をもっと、大きな力で押し進めていくため、訴
訟の会・東京では、引き続き、第二次原告の募集を広範に、
呼びかけている。皆さんのさらなるご協力を !!

Ｈ・Ｙ（安倍靖国参拝違憲訴訟の会・東京／事務局）
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●Ａ・Ｋ
（安倍靖国参拝違憲訴訟の会・東京　事務局長）

　原告 273 名で、本日提訴いたしました。在韓原告も
20 名参加されています。今回の安倍首相の靖国参拝は、
2006 年の小泉首相の最後の参拝以降、7年目の首相の参
拝ということになります。
 いまや、解釈改憲をすすめ、日本が海外で戦争のでき
るようにするということが、より現実性を増しています。
安倍首相の靖国参拝は、これら軍事化を下支えするもの
であり、確信犯的な要素を持つ参拝です。
　訴状では、首相の参拝がもつ政教分離違反としての性
格を厳しく批判しております。また、靖国神社が、侵略
戦争を下支えする機関として機能し、そして戦後もその
まま戦争を美化する神社として存続し続けていること、
そうした本質からいえば、参拝すること、そしてそれを
受け入れることが戦争準備行為であると明記していま
す。この意味で、靖国神社をも訴えの対象としておりま
す。そして今回の参拝行為が、宗教的人格権や平和的生
存権の侵害であることを訴えます。さらに、国際人権規
約にも違反していることも言及しています。これらは、
今回の提訴の特徴と言えるでしょう。
　同時に、安倍首相に対しては、今後の参拝の差し止め
も求めています。海外の注目も非常に高いものがありま
す。今回のような確信犯的な靖国参拝を繰り返させない。
ここで止められれば、日本とアジア、世界の平和に貢献
するものともなると思います。

●Ｓ・Ｃ（ノンフィクションライター /原告団長）
　私は広島の被爆者です。クラスメートは動員されて作
業中被爆し、全滅しました。私はたまたまこの日休んで
いたので生き残ったのですが、そのクラスメートたちが
靖国に合祀されたということをきいて、愕然としました。
もし私があのときに死んでいたら、「靖国の英霊」になっ
ていたわけで、それはいやだと思いました。それからずっ
とこの問題を考えています。
　私は憲法の「政教分離」ということを、9条と並ぶ、
非常に大切なものだと思ってこだわっています。かつて
の日本は「祭政一致」で、すべての宗教の上に国家神道
がありました。国家神道の教えとしてあの戦争は聖戦で
あり、国のために死ぬことは誉れだと教えられてきたの
です。それがどんなに恐ろしい間違いだったか。
　安倍さんの言う「戦後レジームからの脱却」、それが
凝縮されているのが今回の靖国参拝だと思っているので
す。今回の訴訟には、宗教者の方も熱心に取り組まれて
いますが、私たちのような、宗教者ではない一般市民も、
多く原告に加わっていただいております。

●Ｋ・Ｓ（僧侶）
仏教の教えは非暴力であります。そうでありながら、

かつて戦争に加担してしまったという、非常に重たい罪
を背負っています。国家神道は戦争を美化し、戦死を讃
える戦争宗教であり、非暴力の仏教とは、根本から考え
方が異なります。かつてと同じようなことが繰り返され
るかもしれないという深い危機感を持って、この訴訟に
加わりました。
　私は、提訴によって、遺族の感情を傷つけるつもりは
毛頭ありません。むしろ、再びあのようなことを繰り返
さないために、裁判をするのです。安倍首相は参拝する
ことによって、あのようなことが二度とあってはならな
いと誓ったと言いました。しかし、戦争を讃える施設で
ある靖国神社に参拝することで、それを誓えるというの
は無理だと思います。それぞれの宗教施設にはそれぞれ
の目的があるのです。靖国神社で平和を祈るというのは

4.21提訴記者会見・報告集会での発言から
＊4月21日の提訴に続く記者会見、夕方からの報告集会で、今回の訴訟の呼びかけ人や弁護団などから、多くの発
言がなされました。記者会見での発言者は巻頭の報告にあるとおりです。報告集会は、呼びかけ人でもあるＺ・Ｍさん
の司会で、Ａ・Ｋさん、Ｓ・Ｃさん、Ｙ・Ｔさん、Ｂ・Ｍさん、Ｙ・Ｎさん、Ｈ・Ｍさん、Ｋ・Ｙさん、Ｉ・Ａさん、
ならびに各弁護士の発言などと続きました。
　以下、それらの要旨を紹介します。Ｓさん・Ｋさんの発言は記者会見のもので、あとは報告集会での発言です。 また、
呼びかけ人として参加されていたＹ・Ｔさん、Ｂ・Ｍさんからは、別途文章が寄せられていますので（7ページ参照）、
当日の発言は割愛させていただきました。（まとめ文責・ニュース編集部）
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違います。こうしたことを訴えていきたいと思います。

●Ｙ・Ｎ（ノー！ハプサ・合祀絶止訴訟事務局長）
私は韓国人遺族の、靖国神社合祀取り消し訴訟に関

わっています。昨年 10 月に第一次訴訟の控訴審の不当
判決がありました。その前日に、新たに第二次訴訟を提
起しました。一次訴訟は控訴せず、二次訴訟で闘ってい
くという決意を固めております。
　今回の訴訟の呼びかけ人にも名前を連ねさせていただ
いていますが、私の仕事としては、韓国の原告との窓口
的なことではないかと思います。ノー ! ハプサの裁判で
は、植民地支配の歴史的経緯から、韓国人原告の怒りは
理解できないではないとしながらも、「日本国内の社会
通念」を理由に、原告の訴えを一蹴したのです。私は、
このような「社会通念」こそまさに植民地主義ではない
かと思います。安倍首相の靖国参拝には、本当にショッ
クを受けたと、Ｉ・Ｈさんはおっしゃっていました。安
倍政権の靖国参拝を、広く支持する日本の「社会通念」
の存在があるとするならば、それがアジアの人びとに
とっての脅威である。私たちは、今回の裁判を通じて、
こうした日本社会のあり方を変えていくために、一緒に
闘っていきたいと思います。

●Ｈ・Ｍ（安倍靖国参拝違憲訴訟の会・関西）
関西は 4月 11 日に 546 名で提訴をしました。原告が

多いのは、小泉の靖国参拝訴訟は 6つの地裁、7件の訴
訟で闘われて、九州・山口では違憲判決も勝ち取った。
今回は、それらの人びとが関西の訴訟に合流したという
経緯があるからです。
　今回私たちは、安倍の参拝行為が「平和的生存権」の
侵害であるということを前面に出して争うことにしてい
ます。大阪の記者会見でも、記者の質問はもっぱらその
点に集中しました。いわば、これまでの裁判での主張は、
かつての戦争の「継続」が問題であった。しかし安倍政
権がすすめているのは、集団的自衛権問題や、武器輸出

など戦争準備行為そのものです。その流れの中での靖国
参拝は、無理矢理戦争に引きずり出されて殺し殺された
人びとを、国のため・天皇のために死んだ死者と意味づ
けし、それを見習って後に続けという靖国神社の教義を、
安倍と靖国が一緒になって布教する行為です。それは、
すべての人の平和的生存権の侵害です。
　最後に、ひとことだけ嫌味を言わせてもらいますが、
われわれの横断幕は「安倍靖国参拝違憲訴訟の会・関西」
と「関西」がついているのです。でも、この会場に貼っ
てある横断幕は「安倍靖国参拝違憲訴訟」としか書いて
ない。これはいったいどういうことか、中央意識じゃな
いんかと（笑）。謙虚な関西からの発言でした。

●Ｋ・Ｙ（安倍参拝違憲訴訟弁護団長）
今日は、提訴のあと記者会見の会場に向かいましたら、
予想以上のマスコミが来ていました。関心の高さが伺わ
れます。記者から問われたのは、安倍の靖国参拝によっ
て、具体的にどういう被害を受けたのですか、というこ
とでした。私たちもこれから、原告一人ひとりの気持ち
に添いながら、掘り下げて裁判所に訴えていかなければ
ならないと思います。現在の司法は、具体的な被害がな
いところでは、違憲かどうかの判断はしないのです。判
断したにせよ、傍論で多少触れるとか。それではだめで、
真正面から違憲であるという判断をさせるよう、弁護団
としてもがんばっていきたいと思います。
　私はもともと、津地鎮祭違憲訴訟の弁護団長をやって
おられたＩ・Ｔ弁護士の事務所に入ったのが、弁護士と
してのスタートです。その後、事務所をかわって、国際
関係の仕事などに携わっていました。しかし、韓国・朝
鮮人 BC級戦犯訴訟では、原告代理人のひとりをつとめ
ておりますし、もともと、司法修習生の頃から津地鎮祭
違憲訴訟や山口自衛官合祀訴訟の弁護団会議には出席し
ていました。憲法裁判にはずっと関心があって、現在は
日弁連の憲法委員会などにも所属しております。具体的
な訴訟の面では、この弁護団に参加している多くの若い
弁護士がいるので、たいへん期待をしております。
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訴状の読み方
ここがポイント！
Ｉ・Ａ（安倍参拝違憲訴訟弁護団事務局長）

１　請求の趣旨

（1） ４つのポイント
　請求の趣旨には、裁判所に対してどのような判決を求
めるのかを 5項目に分けて書いています。大別すると、
　① 安倍首相に対する参拝差止め（【請求の趣旨１】）
　② 靖国神社に対する参拝受入差止め（【同２】）
　③ 上記①②の違憲確認（【同３及び同４】）
　④ 原告ら一人当たり１万円の損害賠償（被告らの連
　　帯債務　【同５】）
に分けられます。

（2）靖國神社を被告にすること
　今回の訴訟で特徴的なのは、靖國神社に対して参拝の
受入の差し止めを求めている点（②）です。過去の参拝
違憲訴訟では、宗教団体である靖國神社は被告にしませ
んでした。しかし、よく考えてみると、首相の参拝行為
が国内外でこれだけ多くの反発と批判を招くのは、参拝
の対象が靖國神社だからです。また 2007 年に国会図書
館が編纂した「新編靖国神社問題資料集」には国と靖國
神社が頻繁に綿密な打ち合わせを行って戦没者の合祀行
為を行っている過程が赤裸々に明らかにされています。
　今回の安倍首相の靖国参拝についても、首相官邸が事
前に靖國神社に連絡をし、当日は首相を宮司が出迎え、
職員が先導して同行し、本殿周辺の人払いまでしている
状況が見受けられます。つまり、靖國神社は単に「受け
身」ではなく、積極的に首相の参拝を受け入れています。
そこで、今回は、靖國神社もターゲットにして、今後は
参拝の受入を行わないように求めています。

（3）靖國神社の憲法違反
　もう一つの特徴は、靖國神社の参拝受入行為が憲法に
違反していることの確認を求めている点です（③）。本来、
憲法は国家と国民（私人）との間で適用される法律です
ので、国民（私人）対国民（私人）との間には直接適用
されません。しかし、こと合祀や参拝受入に関して言え
ば、国と靖國神社の関係は密接なので、そのような場合
には私人の行為を国家の行為と同視して憲法を適用すべ
きという論理（国家同視説）を採用して、靖國神社の行

為＝国家の行為と見なし、憲法の適用を可能にしていま
す。
　なお、印紙代の関係で、当事者を原告の方の代表とし
て 2名の方を挙げています。

２　請求の原因

（1）当事者（【第１】）
　まず、一次訴訟の原告の属性を①宗教者、②在韓国人
（韓国に在住する韓国籍の方）、③一般市民に分けて説明
しています。この３つの分類が適切かどうかは議論のあ
るところだろうとは思いますが、原告のイメージをつか
んで頂くためにこのようなカテゴリーを設けさせて頂き
ました。
　被告は、①安倍首相（個人）、②靖国神社、③国です。
若干、説明すると、安倍首相の行為には、内閣総理大臣
の側面と私人としての側面の両方があります。前者の側
面に着目すれば、それはすなわち国家の行為そのもので
すので、国が責任を負うことになります。これとは別に、
後者（私人）については、安倍晋三個人の責任を追及す
ることにしました。

（2）国と靖國神社との一体性（【第２】【第３】）
靖國神社の沿革を、
　・創建から侵略戦争における精神的支柱としての役割
　・戦中・戦後を通じた戦没者合祀における協力体制　
　　（「3025 体制」）
　・公式参拝を利用した「国立慰霊施設化」の目論み（靖
　　國神社法案、靖國神社参拝行為の継続、靖國神社の
　　受入）
の３つの時代区分で振り返ってその性格を明らかにし、
その過程の中で国との密接な関係を指摘しています。

（3） 中曽根参拝（1985 年 8月 15日）と小泉参拝（2001
年 8月 13日）に対する違憲訴訟と違憲判決（【第４】）
　さらに、中曽根、小泉両首相の参拝に対して過去に違
憲訴訟が提起されており、前者については「違憲の疑
い」（92.7 大阪高裁）、「継続したら違憲」（92.2 福岡高裁）、
後者については違憲判決（04.4 福岡地裁、05.9 大阪高裁）

為＝国家の行為と見なし、憲法の適用を可能にしていま
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が出て確定していることを述べています。今回、安倍首
相も靖國神社も、過去の司法判断（参拝行為が憲法に違
反する）ということを熟知しながら、各行為に及んだこ
とを明らかにしています。

（4） 本件参拝に至る安倍首相の言動（【第５の１】）
　今回の安倍首相の参拝が、彼個人或いは政治家として
の確固たる信念に基づいて行われたこと、そして「戦争
ができる国作り」の一環として行われたことを理解して
もらうために、彼の靖國参拝、侵略戦争の肯定、安全保
障等に関する発言や著書等を引用して明らかにしまし
た。

（5） 本件参拝及び参拝受入のドキュメント（【第５の２】）
　12 月 26 日当日の安倍首相及び政府、靖國神社側の動
きをドキュメントとしてまとめ、不法行為（違憲乃至違
法行為）の具体的内容を摘示しました。ここで、靖國神
社側の対応、徳川宮司の出迎え、祭祀部長らの先導同行、
拝殿本殿の人払い等を具体的に指摘しています。

（6） 本件参拝及び参拝受入行為の違憲性、違法性乃至権
利侵害（【第６】）
　具体的な、憲法違反、権利侵害、違法性の内容を具体
的に指摘しています。①政教分離違反、②信教の自由の
侵害（靖国信仰の強要）、③宗教的人格権の侵害（個人
の生死に対する意味づけの強要）、④平和的生存権の侵
害（戦争準備行為による生命・自由の侵害）、⑤韓国人
原告の人格権侵害、⑥国際人権規約違反の６つを挙げて
います。
　特に、④（平和的生存権）では、今回の安倍首相の参
拝が、戦争の精神的基盤を確立するとともに、近隣諸国
との関係を悪化させて軍事衝突を招く危険性のある行為
であることを指摘しています。また、新しい視点として
は、⑥「自ら選択する宗教ないし信念を保持する自由を
侵害するおそれのある強制を受けない」ことを定めた自
由権規約18条2項違反を指摘しています。着目すべきは、
ここで禁止される「強制」には、間接的ないし不明確な
形態の不当な圧力や影響力も含み、「参拝行為は直接的
な権利侵害ではない」とする被告側の反論をクリアでき
る可能性がある点です。

（7） 法的構成
　その後は、安倍首相の参拝行為及び靖國神社の受入行
為に対する差し止め請求の根拠（【第７】）、同じく違憲
確認の法的根拠（【第８】）、各被告に対する損害賠償の
根拠（【第 9】【第 10】【第 11】）を挙げています。具体
的には、国の責任（国賠法 1条）、安倍首相個人（民法
709 条）、靖國神社（民法 719 条）としています。

（8）憲法判断の必要性【第 12】
　日本の司法制度では、憲法判断は事件の解決（＝権利
義務の発生の有無）に必要ではない場合は、憲法判断
をしなくて良いというルールがあると解釈されています
（付随的審査制）。
　過去の参拝違憲訴訟も，多くはこの論理で憲法判断が
回避されてきました。しかし、今回のように、これだけ
露骨な憲法違反が行われている場合に、これを司法が無
視して良いのか。裁判所の決断を強く促しています。

（9）本件参拝の背景事実と本件訴訟の意義【第 13】
　最後に、本件参拝の背景にある安倍政権の政策を述べ
ています。
　具体的には、憲法改正草案、96 条先行改憲、集団的
自衛権の行使容認、特定秘密保護法という一連の政策の
中で見ると、本件参拝は、国家のために死んだ者を慰霊・
顕彰し、国家のために死ぬことを美化し称揚、鼓舞し、
立憲主義を破壊して、物心両面から戦争のできる国づく
りを行うものだということを論じています。

３　本件参拝の特徴

（1） 参拝行為について
　安倍参拝の特徴として言えるのは、第１に、靖国参拝
を政権公約として位置づけ、政権１周年という節目の日
に参拝するなど、公式参拝の要素が強い点です。
　第２に、二拝二拍手一礼という神道の儀式に従った方
法を取り、かつ参拝後も「御英霊に対して、哀悼の誠を
献げ」たとコメントする等、宗教的側面が色濃いといえ
る点です。
　第３に、本殿だけではなく、鎮霊社（靖國神社本殿に
祀られていない者と世界各国すべての戦死者や戦争で亡
くなられた者の霊を祀っていると説明されている）へ参
拝した点です。本人としては、国際的批判と政教分離違
反をかわす狙いがあったと思われますが、果たして効果
があるのか、はなはだ疑問です。

（2） 靖国参拝をめぐる国際情勢、参拝後の国際的批判
　今回の安倍参拝は、中韓両国との緊張関係（領土問題、
安倍政権の政策と発言）の中で行われていること、「同
盟国」である米国の牽制を無視して行われていること、
これらの状況を反映して、中国・韓国のみならず、フィ
リピン、シンガポール、インドネシア、ロシア、欧州連
合（ＥＵ）、国連事務総長、ドイツからも非難と疑問の
声が挙がっているということが特徴です。

（3） 最後に
　このような安倍参拝の特徴をもう一度整理して、今後
法的主張に生かしていくつもりです。
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　東京地裁への提訴（4月 21 日）に先立ち、4月 11 日大
阪地裁に「安倍首相靖国参拝違憲訴訟の会・関西」原告
546 名が、原告１人当たり１万円の損害賠償を求め「安倍
首相靖國参拝差止等請求事件」の訴状を提出しました。
　請求の趣旨は、
１　被告安倍晋三は、内閣総理大臣として靖國神社に参
拝してはならない。
２　被告靖國神社は、被告安倍晋三の内閣総理大臣とし
ての参拝を受け入れてはならない。

　などです。
　当日は、訴状提出に先駆け「安倍首相靖国参拝違憲訴訟」
の横断幕が掲げられ提出行動が行われましたが、ヤスクニ
問題に対するマスコミの関心の高さがありました。
　提訴後ただちに、司法記者クラブにおいて、記者会見が
開かれましたが、中島弁護士による訴状の概略説明があり、
憲法 19 条の思想、良心の自由、20 条の信教の自由と合わ
せて、特に、憲法前文、13 条、9条を基に自衛隊イラク派
兵違憲訴訟で名古屋高裁判決を引用して、「戦争放棄およ
び戦力不保持の原則を堅持した日本に生存する権利・平和
的生存権」に基づくという主張をしていることが強調され
ました。
　その後、原告４人の方々によって、各々、提訴に対する
気持ちが語られました。
　小泉首相靖国神社参拝違憲九州・山口訴訟団長だったＫ・
Ｔさんからは、福岡地裁判決 2004 年 4 月 7 日（亀川清長
裁判長）で、「小泉首相の参拝は職務の執行に当たると指
摘し、政教分離訴訟で判断基準とされてきた目的効果基準
に基づいても、首相の参拝は憲法違反である」との確定判
決があるのであるから、首相の参拝行為が違憲であること
は、自明のことであるとの見解が表明されました。
　続いて、日本思想史専攻の大学院生、Ｙ・Ｒさん（26 歳）
が、記者団の質問に応え「参拝後のアジアの緊張の高まり
は、一学生の私からしても怖い」と訴えられ、遺族のＹさ
んは、学生服姿の遺影を示したのち、靖国神社・遊就館で
は「帯刀軍服」姿に修正された写真が掲示されている例を

示され、靖国神社・遊就館の欺瞞性を訴えられました。遺
族のＹさんは、靖国神社と天皇の問題を鋭く追及されまし
た。
　夕方からは、会場を「エル・大阪」に移して、「訴訟団
出発集会」が開催されました。
　「靖国合祀はイヤです・アジアネットワーク／安倍首相
靖国参拝違憲訴訟の会・関西」の横断幕が貼られた会場で
は、大阪訴訟の特色でもありますが、全国各地で闘われて
きた政教分離訴訟の原告団で、今回の大阪訴訟に原告とし
て参加された「えひめ玉串料違憲訴訟」のＡさんや、「み
のお忠魂碑違憲訴訟」以来、一貫して政教分離訴訟の一線
で闘っておられるＦ・Ｋさんらから訴訟に対する決意表明
が行われました。
　真宗遺族会のＳ・Ｒさんからは、毎年、靖国神社に出向
いて取り組まれている「合祀取り下げ」要請行動に関して、
アピールが行われました。遺族による合祀取り上げ要請行
動については、山口自衛官合祀拒否訴訟の原告Ｎ・Ｙさん
と支援者の方々が今も要請署名をもって粘り強く山口護国
神社に対して、合祀取り下げ行動に取り組まれていますが、
靖国神社にたいしても「合祀イヤです訴訟」の原告を中心
に、毎年、合祀取り下げ要求が取り組まれています。違憲
訴訟の闘いと連携しつつ今後も取り組むとの決意表明があ
りました。
　会場からは 21 歳の原告からの決意表明も行われ、大阪
訴訟では、次世代へ政教分離の問題が確実に継承されてい
る印象が伝わってきました。
　東京からもＡ事務局長が、連帯の挨拶を行いました。
　大阪訴訟では、原告の２次募集（8月 15 日締切）が行
われていますが、今後、台湾人原告の参加も考えられて
いるとのことでした。また、東京・大阪を合わせて、1000
人を超える原告を集めましょう、とのアピールが行われま
した。

大阪靖国神社参拝違憲訴訟・提訴報告
Ｚ・Ｍ

●修正された遺影を示すＹさん
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　私の父は 1943 年、私が 1歳のとき、徴用された貨物船
で軍需物資を運んでいて、空爆によって船もろとも海の藻
屑と消えました。父の戦死以降、母と 8人の子供の家族は
貧しく、種々の屈辱を味わいました。だから人が殺し殺さ
れる戦争は絶対にあってはならないと願い生きてきまし
た。
　今回の提訴の呼びかけに当たり、色々な立場の人が呼び
かけ人になったほうがよいとのことで、平和遺族会からは
私がご指名を受けました。私は 2001 年に入会した運動歴
ではまだ駆け出しで見識も乏しいので、私でいいのかしら
と思いましたが、発起人の皆様を煩わせてはいけないと考
え、思い切って名を連ねました。今回の原告には私たちの
会の 98 歳の戦没者の妻も原告に加わっています。全国の
平和遺族会のなかには 1960 年代末に靖国神社国家護持法
案に反対して以来、運動を続けているキリスト者遺族の会
もあります。私たちは、戦没者が国の誤った戦争の被害者
であるばかりでなく、アジア諸国民に対しては加害者でも
あったという事実を踏まえ、ふたたび国内外に戦没者、そ
の遺族、戦争被害者を生みださないために、天皇や首相の
靖国神社参拝など、一切の戦争への道を許さない運動をし
てきました。首相の参拝に対し、以前ならば官邸前で抗議

集会をやっていましたが、近年は組織の力が落ち、抗議文
を送りつけるだけになってしまいました。首相や閣僚の靖
国参拝・真榊奉納だけでなく、首相の伊勢神宮参拝（民主
党の首相も同じ）や、昨年の遷宮の儀式への出席にも、そ
のつど警告を発し続けてきました。
　このたびは、多くの原告や支援の皆様と共に裁判を闘え
ることをありがたく思います。とりわけ原告を手弁当で支
えて下さる弁護団、事務局の皆様には心より感謝します。
また、私たちの想像を絶する憤懣やるかたないであろう韓
国の遺族の皆さんとも手を携えて行きたいと思います。
　今回の安倍首相の参拝の際の談話は「平和を願い不戦を
誓う」など詭弁と美辞麗句に満ち満ちており、戦没者を「だ
し」に使った政治的パフォーマンスであると思います。遺
族として、「だし」に使われて侮辱され名誉を棄損された
と思っております。今の日本ではメディアも一般市民も、
首相の靖国参拝が外交的に問題であるという認識が多いよ
うですが、まず、憲法問題であり、靖国神社が「平和を願
い不戦を誓う」には最も相応しくない場所であることを広
く訴えたいと思います。訴訟団の皆様、長い闘いになると
予想されますが、どうかよろしくお願い致します。

原告からの発言(1)

靖国参拝は憲法問題
Ｙ・Ｔ●神奈川平和遺族会

私が原告になることを決意したのは、2002 年住基ネッ
ト違憲訴訟で原告として最高裁まで 7年間闘った体験に鑑
み、かって国家神道の頂点に君臨した伊勢神宮及び侵略神
社『靖国』の本質を戦争準備に利用せんとする安倍首相の
確信犯的姿勢を、憲法 20 条の明白な政教分離違反の視点
で明らかにし、わが国が国際社会の一員としてあるべき道
は、あくまで憲法 9条という世界で類のない絶対平和主義
の国際的普遍化の為に実体化することをこそ旨とし、それ
を正義の砦である司法の場で明らかにし、わが国民衆の思
いと全く相反する現安倍政権の戦争化の道にとどめを刺し
たく願った次第である。
　4 月 21 日の東京提訴での記者会見で直感したことは、
戦後生まれのこの若き記者諸氏が、政治利用という事の本
質を理解し、民衆に真実を伝えて欲しいとの思いにあった。
従って、提訴は被侵略国たる韓国・中国等がＡ級戦犯との
関りで問題にするといったレベルでの事柄以上に、為政者
の最終目的は天皇が陛下として参拝するというかっての大
祭司→神権天皇制軍事国家の復権にこそあるのであって、
そのことをしっかり見抜いてほしい、と願ったのであった
が、翌日の報道は、ＮＨＫと朝日を除いては ｢宗教者の争
い」のレベルに留まっていたことで、これまた一般民衆の

認識か、とその現状を再確認したのであった。
　端的に言って、参拝による政治的利用と批判するのは、
第一に「参拝は礼拝に非ず」と称して国家神道の非宗教性
を武器に参拝を強制し、異議を唱える者を治安維持法で弾
圧したかっての歴史を反省して政教分離は生まれたことに
基づき、われ個としての信教・思想・良心の自由（基本的
人権）に係る本質的問題なのだ。また、戦争の出来る国と
もなれば、かつての軍事施設としての靖国神社の如く、戦
死者を英霊として遺族を無視して勝手に祀って讃え、かつ
戦争への決意・覚悟を引き起こす役割を担い、権力に立つ
者は恣意的に利用しよう。更に、国→天皇の御為に尽き、
それに逆らう者は祀らないという差別の本質をもつ。しか
も、戦争の最高責任者であった天皇が戦争責任をとらな
かった無責任性の極みが、戦後政治の本質であることから、
戦後補償にまともに対峙せず、それが被侵略国との大きな
不和の原因でもあり、安倍首相の極右思想は、国際化の時
代にあって、わが国を滅ぼす危険なもので、許されること
ではないのだ。
　ともあれ、靖国神社の欺瞞性を今こそ糺さねばならない
のである。

靖国神社参拝の本質を問う
Ｂ・Ｍ●日本キリスト教協議会靖国神社問題委員会委員長
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韓国人原告Ｉ・Ｈさんのアピール
韓国の原告を代表して、私が申し上げたいことは、二つです。

　まず、安倍晋三総理は、果たして自分がどういうことをやっ
ているのかを、分かっているだろうかという疑問です。ご承
知のように、靖国神社は、かつての世紀、日本が国民を動員し、
戦争を起こし、周辺諸国を侵略する際、精神的支柱の役割を
果たしました。靖国神社を通して広げられた「イデオロギー」
によって、多くの日本の国民が、戦争に駆り出され、犠牲に
なりました。また、侵略された国家の被害は、数値としては
計り切れないほどであります。いまも、日本によって侵略さ
れた国々では、帰って来ない家族を待ち、苦しんでいる遺族
が日本を恨んでいます。
　このような状況の中、日本国民を代表する総理大臣が、堂々
と靖国神社に参拝し、供え物を送るのをみて、人々は戦争が
終わって70年が経ついまでも、過去を全く反省せずにいる
と思われるしかありません。総理の靖国神社参拝は、日本が
近隣諸国と共存する意思もなく、侵略戦争によって苦しんで
いる周辺諸国の人々を蔑視していると思わせる行動です。
　二つ目、父親が靖国神社に合祀されている被害者の一人と
して、安倍総理の靖国神社参拝は、とうてい赦せない行動で

あるということを申し上げます。
　いま、靖国神社は植民地朝鮮から動員され、犠牲にされた
｢韓国人 ｣を合祀しています。私は父親が戦争に駆り出され、
亡くなったことも悔しいですが、その過ちを反省もせず、父
親の名前も除いてくれない、日本政府や靖国神社も、赦すこ
とはできません。しかも、日本の総理が、こういった靖国神
社に公式的に参拝したことを聞いて、大きな絶望感を感じま
した。
　〝父親の名前を除いてくれ〟という、遺族のとても簡単な要
求すら、あらゆる苦しい言い訳をあげ、突っ張ねている靖国
神社。そして、過去に拘り、人権と平和、民主主義といった、
日本国憲法の精神と、人類の普遍的価値を無視し続けている、
安倍総理や極右政治人らの行動をみて、日本は私たちととも
に近隣として生きていくことを望んでないのだ、という考え
すら持つようになります。真の近隣として戻ってくることを
願い、ぜひ過去の呪いから抜け出すことを、強く勧告します。

　2014.4.18
太平洋戦争被害者補償推進協議会

Ｉ・Ｈ

■原告の皆様へ
　第 1次募集で原告になってくださり、ほんとうにありが
とうございました。
 　第 2次原告募集チラシを同封させていただきます。ま
だ原告になられていない方がおられましたら、おすすめい
ただければ幸いです。
 　何卒よろしくお願いいたします。

■原告・支援会員のメーリング・リストへの
　参加を募集します。
参加を希望される方は　
☞ noyasukuni2013@gmail.com　まで

＊なお、MLは以下の規則をもとに事務局が運営します。
違反者には警告を与え、守らなければML参加者名簿
から削除します。

事務局からのお知らせ

■2013年度安倍靖国参拝違憲訴訟の会・東京会計報告（2014 年 3月 31日）

①事務連絡のみとする。事務局はそれに対する応答の
み受ける。それ以外は受けない。
②参加者同士で論議をしないこと。

■活動日誌（2014 年 4月～ 5月）
4・1 第 2次原告募集開始
　4・4 弁護団会議
　4・7  第 5回相談会
　4・11  弁護団会議
　4・11  大阪提訴、訴訟団出発集会など
  ＊東京事務局から荒井、星出、辻子が出席
　4・17  弁護団会議
　4・21  東京地裁に提訴、記者会見
  提訴報告集会（日本基督教団信濃町教会）
　5・11  ニュース 1号発送／第 6回相談会

　＊ 4・29、5・3などにおこなわれた諸集会で、事務局
メンバーが、ビラまきやアピールをしました。


